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◇災害救助法施行細則の一部改正について

１ 規則の改正理由

災害救助法による救助の程度､ 方法及び期間並びに実費弁償の基準の一部が改正されたことにかんがみ､

災害に際して行う救助のために支出することができる応急仮設住宅の設置等に係る費用の限度額の改定を

行う｡

２ 規則の概要

(１) 救助のために支出することができる費用の限度額を次のとおりとする｡

………………………………

…………………………………………………………
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救 助 の 種 類
支出することができる費用の限度額

改正後 現 行

応急仮設住宅の設置 (１戸当たり) 2,342,000円 2,385,000円

被服､ 寝具

その他生活

必需品の給

与又は貸与

住家の全壊､ 全

焼又は流失によ

り被害を受けた

世帯に対して行

う場合

夏 季

(４月１日から

９月30日まで)

１人世帯 17,200円 17,300円

２人世帯 22,100円 22,200円

３人世帯 32,600円 32,700円

４人世帯 39,000円 39,100円

５人世帯 49,500円 49,600円

冬 季

(10月１日から

翌年３月31日ま

で)

１人世帯 28,400円 28,500円

２人世帯 36,700円 36,800円

３人世帯 51,200円 51,400円

４人世帯 60,100円 60,300円

５人世帯 75,400円 75,600円

住家の半壊､ 半

焼又は床上浸水

により被害を受

けた世帯に対し

て行う場合

夏 季

(４月１日から

９月30日まで)

５人世帯 17,400円 17,500円

冬 季

(10月１日から

翌年３月31日ま

で)

３人世帯 16,800円 16,900円

４人世帯 19,900円 20,000円

５人世帯 25,200円 25,300円
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(２) 施行期日は､ 公布の日とする｡

◇鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 動物の愛護及び管理に関する法律 (以下 ｢法｣ という｡) の一部が改正され､ 新たに動物取扱業の

登録制度及び特定動物の飼養又は保管の許可制度が新設された｡

(２) 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (以下 ｢条例｣ という｡) の一部が改正され､ (１)により

新設された法による制度と重複する動物取扱業の登録制度等が廃止された｡

(３) (１)及び(２)に伴い､ 法､ 条例等の施行に関し所要の改正を行う｡

２ 規則の概要

(１) 題名を鳥取県動物の愛護及び管理に関する規則とする｡

(２) 飼養等許可の有効期間は､ ５年とする｡

(３) 飼養等許可等をしたときは､ 警察本部長に通知するものとする｡

(４) その他所要の規定の整備を行う｡

(５) 施行期日等

ア 施行期日は､ 公布の日とする｡

イ 次の規則の一部改正を行う｡

(ア) 鳥取県事務処理権限規則

(イ) 鳥取県住民基本台帳法施行細則

規 則

災害救助法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年６月１日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第64号

災害救助法施行細則の一部を改正する規則

災害救助法施行細則 (昭和35年鳥取県規則第10号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に対応する同表の改

正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡
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災害にかかった住宅の応急修理 (１世帯当たり) 500,000円 510,000円

埋葬
大人 (１体当たり) 199,000円 193,000円

小人 (１体当たり) 159,200円 154,400円

改 正 後 改 正 前

別表第１ (第５条関係) 別表第１ (第５条関係)
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救助の程度､ 方法及び期間

１ 収容施設の供与

(１) 略

(２) 応急仮設住宅

ア及びイ 略

ウ 応急仮設住宅の１戸当たりの規模は､ 29.7平方メー

トルを基準とし､ その設置のため支出することがで

きる費用は､ １戸当たり2,342,000円以内とする｡

エ～ク 略

２ 略

３ 被服､ 寝具その他生活必需品の給与又は貸与

(１)及び(２) 略

(３) 被服､ 寝具その他生活必需品の給与又は貸与のた

め支出することができる費用は､ 季別及び世帯区分に

より１世帯当たり次の額の範囲内とする｡

救助の程度､ 方法及び期間

１ 収容施設の供与

(１) 略

(２) 応急仮設住宅

ア及びイ 略

ウ 応急仮設住宅の１戸当たりの規模は､ 29.7平方メー

トルを基準とし､ その設置のため支出することがで

きる費用は､ １戸当たり2,385,000円以内とする｡

エ～ク 略

２ 略

３ 被服､ 寝具その他生活必需品の給与又は貸与

(１)及び(２) 略

(３) 被服､ 寝具その他生活必需品の給与又は貸与のた

め支出することができる費用は､ 季別及び世帯区分に

より１世帯当たり次の額の範囲内とする｡

ア 住家の全壊､ 全焼又は流失により被害を受けた世

帯

ア 住家の全壊､ 全焼又は流失により被害を受けた世

帯

季 別 １人
世帯

２人
世帯

３人
世帯

４人
世帯

５人
世帯

６人以
上１人
を増す
ごとに
加算す
る額

季 別 １人
世帯

２人
世帯

３人
世帯

４人
世帯

５人
世帯

６人以
上１人
を増す
ごとに
加算す
る額

�４月�
� �
�１日�
� �
�から�夏季� �
�９月�
� �
�30日�
� �
�まで�

17,200円 22,100円 32,600円 39,000円 49,500円 7,200円

�４月�
� �
�１日�
� �
�から�夏季� �
�９月�
� �
�30日�
� �
�まで�

17,300円 22,200円 32,700円 39,100円 49,600円 7,200円

�10月�
� �
�１日�
� �
�から�
� �冬季�翌年�
� �
�３月�
� �
�31日�
� �
�まで�

28,400円 36,700円 51,200円 60,100円 75,400円 10,300円

�10月�
� �
�１日�
� �
�から�
� �冬季�翌年�
� �
�３月�
� �
�31日�
� �
�まで�

28,500円 36,800円 51,400円 60,300円 75,600円 10,300円

備考 略

イ 住家の半壊､ 半焼又は床上浸水により被害を受け

た世帯

備考 略

イ 住家の半壊､ 半焼又は床上浸水により被害を受け

た世帯

季 別 １人
世帯

２人
世帯

３人
世帯

４人
世帯

５人
世帯

６人以
上１人
を増す
ごとに
加算す
る額

季 別 １人
世帯

２人
世帯

３人
世帯

４人
世帯

５人
世帯

６人以
上１人
を増す
ごとに
加算す
る額

�４月�
� �
�１日�
� �
�から�夏季� �
�９月�
� �
�30日�
� �
�まで�

5,600円 7,500円 11,300円 13,700円 17,400円 2,400円

�４月�
� �
�１日�
� �
�から�夏季� �
�９月�
� �
�30日�
� �
�まで�

5,600円 7,500円 11,300円 13,700円 17,500円 2,400円

�10月�
� �
�１日�
� �
�から�
� �冬季�翌年�
� �
�３月�
� �
�31日�
� �
�まで�

9,000円 11,900円 16,800円 19,900円 25,200円 3,300円

�10月�
� �
�１日�
� �
�から�
� �冬季�翌年�
� �
�３月�
� �
�31日�
� �
�まで�

9,000円 11,900円 16,900円 20,000円 25,300円 3,300円

備考 略 備考 略



附 則

この規則は､ 公布の日から施行する｡

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年６月１日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第65号

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則 (平成14年鳥取県規則第13号) の一部を次のように改

正する｡

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下この条において ｢移動条｣ という｡) に対応する

同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下この条において ｢移動後条｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該移動条を当該移動後条とし､ 移動条に対応する移動後条が存在しない場合には､ 当該移動条 (以

下この条において ｢削除条｣ という｡) を削る｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (条の表示及び削除条を除く｡ 以下この条において ｢改正部分｣

という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (条の表示を除く｡ 以下この条において ｢改正

後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後

部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当

該改正後部分を加える｡
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(４) 略

４及び５ 略

６ 災害にかかった住宅の応急修理

(１) 略

(２) 住宅の応急修理は､ 居室､ 炊事場､ 便所等日常生

活に必要最小限度の部分に対して､ 現物をもって行う

ものとし､ その修理のため支出できる費用は､ １世帯

当たり500,000円以内とする｡

(３) 略

７及び８ 略

９ 埋葬

(１)及び(２) 略

(３) 埋葬のため支出することができる費用は､ １体当

たり大人199,000円以内､ 小人159,200円以内とする｡

(４) 略

10～13 略

(４) 略

４及び５ 略

６ 災害にかかった住宅の応急修理

(１) 略

(２) 住宅の応急修理は､ 居室､ 炊事場､ 便所等日常生

活に必要最小限度の部分に対して､ 現物をもって行う

ものとし､ その修理のため支出できる費用は､ １世帯

当たり510,000円以内とする｡

(３) 略

７及び８ 略

９ 埋葬

(１)及び(２) 略

(３) 埋葬のため支出することができる費用は､ １体当

たり大人193,000円以内､ 小人154,400円以内とする｡

(４) 略

10～13 略

改 正 後 改 正 前
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鳥取県動物の愛護及び管理に関する規則

(趣旨)

第１条 この規則は､ 動物の愛護及び管理に関する法

律 (昭和48年法律第105号｡ 以下 ｢法｣ という｡)､

動物の愛護及び管理に関する法律施行規則 (平成18

年環境省令第１号｡ 以下 ｢省令｣ という｡) 及び鳥

取県動物の愛護及び管理に関する条例 (平成13年鳥

取県条例第48号｡ 以下 ｢条例｣ という｡) の施行に

関し必要な事項を定めるものとする｡

(許可の有効期間)

第２条 省令第14条に規定する法第26条第１項本文の

許可の有効期間は､ すべての特定動物 (同項本文に

規定する特定動物をいう｡ 以下同じ｡) の種類にお

いて許可の日から５年とする｡

(特定動物の許可等の通知)

第３条 知事は､ 法第26条第１項本文の規定による許

可若しくは法第29条の規定による当該許可の取消し

をしたとき､ 又は省令第13条第10号の規定による通

知､ 省令第16条第１項前段の規定による届出若しく

は特定動物の飼養又は保管の方法の細目 (平成18年

環境省告示第22号) 第３条第１号イただし書若しく

はロの規定による届出を受理したときは､ 遅滞なく､

その旨を警察本部長に通知するものとする｡

(飼い犬を飼育している旨の標識)

第５条 条例第９条第６号の掲示は､ 様式第１号によ

る標識を掲示してしなければならない｡

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規

則

(趣旨)

第１条 この規則は､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関

する条例 (平成13年鳥取県条例第48号｡ 以下 ｢条例｣

という｡) の施行に関し必要な事項を定めるものと

する｡

(特定動物)

第２条 条例第２条第３号の規則で定める動物 (以下

｢特定動物｣ という｡) は､ 別表第１の特定動物の欄

に掲げる種 (亜種を含む｡) とする｡

(特定動物を飼育している旨の標識)

第３条 条例第８条第３号の掲示は､ 様式第１号によ

る標識を掲示してしなければならない｡

(飼い犬を飼育している旨の標識)

第５条 条例第９条第６号の掲示は､ 様式第２号によ

る標識を掲示してしなければならない｡

(動物取扱責任者の資格)

第５条の２ 条例第10条の３第２項の規則で定める者

は､ 次の各号のいずれかに該当する者とする｡

(１) 獣医師

(２) 学校教育法 (昭和22年法律第26号) に基づく

大学又は旧大学令 (大正７年勅令第388号) に基

づく大学において獣医学又は畜産学の課程を修め

て卒業した者

(動物取扱業の登録の申請)

第５条の３ 条例第10条の４第２項の申請書は､ 様式



鳥 取 県 公 報 (号外)第94号平成18年６月１日 木曜日�

第２号の２によるものとする｡

２ 条例第10条の４第２項第８号の規則で定める事項

は､ 次に掲げるとおりとする｡

(１) 条例第２条第６号に規定する動物取扱業の具

体的な内容

(２) 営業開始予定年月日

３ 条例第10条の４第３項の規則で定める書類は､ 次

に掲げるとおりとする｡

(１) 動物を飼育し､ 又は保管する設備､ 給水設備､

施設又は設備の洗浄及び消毒に必要な設備並びに

えさ等を保管する設備の配置を示した飼育施設

(条例第２条第４号に規定する飼育施設をいう｡

以下同じ｡) の平面図

(２) 飼育施設の立面図及び付近の見取図

(３) 条例第10条の３第１項の動物取扱責任者が同

条第２項に規定する者に該当するものであること

を証する書類

(４) 特定動物を取り扱う場合にあっては､ 条例第

11条第１項の規定による許可を受けたことを証す

る書類

(動物取扱業登録証)

第５条の４ 条例第10条の５第２項の動物取扱業登録

証及び条例第10条の８第２項の動物取扱業登録証は､

様式第２号の３によるものとする｡

(動物取扱業の変更の登録等)

第５条の５ 条例第10条の７第１項ただし書の規則で

定める軽微な変更は､ 次の各号のいずれかに該当す

る変更とする｡

(１) 主として取り扱う動物の数の変更であって､

当該変更に係る数が10未満又は変更前の数の30パー

セント未満であるもの

(２) 飼育施設の構造の変更のうち動物を飼育し､

又は保管する設備等の配置に係るものであって､

当該変更に係る部分の床面積が飼育施設の延べ床

面積の30パーセント未満であるもの

(３) 飼育施設の規模の変更であって､ 当該変更に

係る部分の床面積が変更前の延べ床面積の30パー

セント未満であるもの

２ 条例第10条の７第２項の規則で定める事項は､ 次

に掲げるとおりとする｡

(１) 条例第10条の７第１項に規定する登録業者の
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氏名及び住所 (法人にあっては､ 名称､ 代表者の

氏名及び主たる事務所の所在地)

(２) 飼育施設を設置する事業所の名称及び所在地

(３) 登録番号

(４) 変更予定年月日

(５) 変更の理由

３ 条例第10条の７第２項の申請書は､ 様式第２号の

４によるものとする｡

４ 条例第10条の７第３項において準用する条例第10

条の４第３項の規則で定める書類は､ 第５条の３第

３項各号に掲げる書類のうち変更をしようとする事

項に係るものとする｡

５ 条例第10条の７第４項の規定による変更の届出は､

様式第２号の５による届出書を提出してしなければ

ならない｡

(登録業者の地位の承継の届出)

第５条の６ 条例第10条の９第２項の規定による承継

の届出は､ 様式第２号の６による届出書を提出して

しなければならない｡

２ 前項の届出書には､ 次に掲げる書類を添付しなけ

ればならない｡

(１) 承継の原因が相続である場合にあっては､ 戸

籍謄本

(２) 承継の原因が相続である場合であって､ 相続

人が２人以上あるときは､ 届出者以外の相続人全

員の同意書

(３) 承継の原因が合併である場合にあっては､ 合

併後存続する法人又は合併により設立された法人

の登記簿謄本

(飼育施設の使用の廃止の届出)

第５条の７ 条例第10条の10の規定による廃止の届出

は､ 様式第２号の７による届出書を提出してしなけ

ればならない｡

(動物取扱業登録証の再交付の申請)

第５条の８ 条例第10条の11第１項の規定による再交

付の申請は､ 様式第２号の８による申請書を提出し

てしなければならない｡

(立入調査等を行う職員の身分を示す証明書)

第６条 条例第19条第２項の身分を示す証明書は､ 様

(立入調査等を行う職員の身分を示す証明書)

第５条の９ 条例第10条の17第２項及び条例第25条第
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式第２号によるものとする｡ ２項の身分を示す証明書は､ 様式第２号の９による

ものとする｡

(特定動物の区分)

第６条 条例第11条第１項の規則で定める動物の区分

は､ 別表第１の特定動物の区分の欄に掲げる区分と

する｡

(特定動物の飼育許可の申請)

第７条 条例第11条第２項の規定による許可の申請は､

様式第３号による申請書を提出してしなければなら

ない｡

２ 条例第11条第２項第７号の規則で定める事項は､

次に掲げるとおりとする｡

(１) 飼育しようとする特定動物の性別及び年齢

(２) 飼育開始予定年月日

(３) 飼育の作業に従事する者 (以下 ｢作業従事者｣

という｡) の生年月日

(４) 捕獲用器材の種類及び数

(５) 災害発生時において特定動物による人の生命､

身体又は財産に対する侵害を防止するためにとる

べき措置

３ 条例第11条第３項第３号の規則で定める書類は､

次に掲げるとおりとする｡

(１) 飼育施設の構造詳細図､ 配置図及び付近の見

取図

(２) 申請者及び作業従事者の住民票の写し (申請

者が法人の場合は､ 当該法人の登記簿の謄本)

(３) 別表第１の15の項又は17の項 (同項(21)を除

く｡) に掲げる動物を飼育する場合は､ 当該動物

の有する毒に対し効力を有する血清の名称､ 製造

者及び保管場所を記載した書類

(特定動物の飼育施設の基準)

第８条 条例第12条第１項第１号ウの規則で定める基

準は､ 別表第２のとおりとする｡

(特定動物の飼育許可の変更)

第９条 条例第13条第１項ただし書の規則で定める軽

微な変更は､ 条例第11条第２項第５号に掲げる事項

の変更のうち､ 丸鋼又は金網の部分的な取換え､ 戸

の付替え等飼育施設の同一性が失われない程度の変

更とする｡
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２ 条例第13条第２項の規定による変更の申請は､ 様

式第４号による申請書を提出してしなければならな

い｡

３ 条例第13条第２項第４号の規則で定める事項は､

次の各号に掲げる場合の区分に応じ､ それぞれ当該

各号に定める事項とする｡

(１) 条例第11条第２項第３号に掲げる事項を変更

する場合 当該変更に係る特定動物の飼育開始予

定年月日

(２) 条例第11条第２項第４号又は第５号に掲げる

事項を変更する場合 当該変更に係る飼育施設の

使用開始予定年月日

(３) 条例第11条第２項第６号に掲げる事項を変更

する場合 作業従事者の変更予定年月日

４ 条例第13条第３項第３号の規則で定める書類は､

次の各号に掲げる場合の区分に応じ､ それぞれ当該

各号に定める事項とする｡

(１) 条例第11条第２項第４号に掲げる事項を変更

する場合 変更後の飼育施設の配置図及び付近の

見取図

(２) 飼育施設の構造若しくは規模を変更し､ 又は

飼育施設を増設する場合 変更又は増設後の飼育

施設の構造詳細図及び配置図

(３) 作業従事者を変更する場合 変更後の作業従

事者の住民票の写し

５ 条例第13条第５項の規定による変更の届出は､ 様

式第５号による変更届を提出してしなければならな

い｡

６ 条例第13条第６項の規定による変更の届出は､ 様

式第６号による変更届を提出してしなければならな

い｡

(特定動物の施設外飼育の禁止の特例)

第10条 条例第14条ただし書の規則で定める場合は､

次の各号のいずれかに該当する場合であって､ あら

かじめ様式第７号による施設外飼育届を知事に提出

したときとする｡

(１) 特定動物を輸送する場合

(２) 特定動物を曲芸､ 展示､ 競技その他これらに

類する興行又は催しに使用する場合

(３) その他特別の事情により特定動物を条例第13

条第１項に規定する飼育許可 (以下 ｢飼育許可｣

という｡) に係る飼育施設の外で飼育する場合
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(廃止届)

第11条 条例第15条の規定による廃止の届出は､ 様式

第８号による廃止届を提出してしなければならない｡

(立入りをする職員の身分を示す証明書)

第７条 条例第11条第３項の身分を示す証明書は､ 様

式第３号によるものとする｡

(公示の方法)

第８条 条例第12条第１項の規定による公示は､ 同項

に定める事項及び次に掲げる事項を当該野犬等 (条

例第11条第１項に規定する野犬等をいう｡ 以下同じ｡)

の収容を行った場所を所管する総合事務所の掲示板

に掲示することにより行うものとする｡

(１)及び(２) 略

２ 前項の規定は､ 条例第12条第４項において準用す

る同条第１項の規定による公示について準用する｡

(犬､ ねこ等の返還)

第９条 条例第12条第２項 (同条第４項において準用

する場合を含む｡) の規定により野犬等又は犬､ ね

こ等の返還を受けようとする者は､ 様式第４号によ

る申請書を知事に提出しなければならない｡

(犬､ ねこ等の譲渡)

第10条 条例第13条第２項の規定による犬､ ねこ等の

譲渡の申出は､ 様式第５号による申出書を提出して

しなければならない｡

(野犬等の薬殺処分の方法)

第11条 条例第14条第１項の規定による野犬等の薬殺

処分は､ 薬物入りのえさに薬物入りである旨を表示

した紙片を添え､ 時間を限って､ これを道路､ 空地､

広場等に置くことにより行うものとする｡

２ 略

(野犬等の薬殺処分をする旨の周知の方法)

第12条 条例第14条第１項の規定による野犬等の薬殺

処分をする旨の周知は､ 薬殺処分を実施する区域､

期間及び時間､ 薬物の種類並びに薬物入りのえさの

形状等について､ 次に掲げる措置をとることにより

行うものとする｡

(立入りをする職員の身分を示す証明書)

第12条 条例第17条第３項の身分を示す証明書は､ 様

式第９号によるものとする｡

(公示の方法)

第13条 条例第18条第１項の規定による公示は､ 同条

第１項に定める事項及び次に掲げる事項を当該野犬

等 (条例第17条第１項に規定する野犬等をいう｡ 以

下同じ｡) の収容を行った場所を所管する総合事務

所の掲示板に掲示することにより行うものとする｡

(１)及び(２) 略

２ 前項の規定は､ 条例第18条第４項において準用す

る同条第１項の規定による公示について準用する｡

(犬､ ねこ等の返還)

第14条 条例第18条第２項 (同条第４項において準用

する場合を含む｡) の規定により野犬等又は犬､ ね

こ等の返還を受けようとする者は､ 様式第10号によ

る申請書を知事に提出しなければならない｡

(犬､ ねこ等の譲渡)

第15条 条例第19条第２項の規定による犬､ ねこ等の

譲渡の申出は､ 様式第11号による申出書を提出して

しなければならない｡

(野犬等の薬殺処分の方法)

第16条 条例第20条第１項の規定による野犬等の薬殺

処分は､ 薬物入りのえさに薬物入りである旨を表示

した紙片を添え､ 時間を限って､ これを道路､ 空地､

広場等に置くことにより行うものとする｡

２ 略

(野犬等の薬殺処分をする旨の周知の方法)

第17条 条例第20条第１項の規定による野犬等の薬殺

処分をする旨の周知は､ 薬殺処分を実施する区域､

期間及び時間､ 薬物の種類並びに薬物入りのえさの

形状等について､ 次に掲げる措置をとることにより

行うものとする｡
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(１)～(３) 略

２ 略

(事故発生時の届出)

第13条 条例第17条第１項の規定による事故発生時の

届出は､ 特定動物の飼い主にあっては様式第６号の

事故届を､ 犬の飼い主にあっては様式第７号の事故

届を提出してしなければならない｡

(１)～(３) 略

２ 略

(事故発生時の届出)

第18条 条例第23条第１項の規定による事故発生時の

届出は､ 特定動物の飼い主にあっては様式第12号の

事故届を､ 犬の飼い主にあっては様式第13号の事故

届を提出してしなければならない｡

第19条 削除

(返還費用等)

第20条 条例第27条第２項の規定による返還を受けよ

うとする者が負担すべき費用の額は､ 次の各号に掲

げる費用の区分に応じ､ 当該各号に定める額とする｡

(１) 保管に要した費用 １頭､ １匹又は１羽１日

につき300円

(２) 返還に要する費用 １頭､ １匹又は１羽につ

き3,000円

(特定動物の飼育許可等の通知)

第21条 知事は､ 飼育許可をしたとき､ 条例第15条の

規定による特定動物の飼育の廃止の届出を受理した

とき及び第10条の規定による施設外飼育届を受理し

たときは､ 遅滞なく､ その旨を警察本部長に通知す

るものとする｡

様式第２号の９ (第６条関係)

(表)

様式第２号の９ (第５条の９関係)

(表)

第 号

立入調査員証明書

所属

職名

氏名

上記の者は､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する

条例第19条第１項の規定により立入調査等を行う職

員であることを証する｡

年 月 日

第 号

立入調査員証明書

所属

職名

氏名

上記の者は､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する

条例第10条の17第１項及び第25条第１項の規定によ

り立入調査等を行う職員であることを証する｡

年 月 日
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職 氏名 � 職 氏名 �

(裏) (裏)

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (抜すい)

(立入調査等)

第19条 知事は､ この条例の施行に必要な限度にお

いて､ 飼い主から必要な報告を求め､ 又はその職

員に､ 飼育施設､ 飼育施設のある土地若しくは建

物その他関係のある場所に立ち入り､ 動物の飼育

に関し､ 飼育施設その他の物件を調査させ､ 若し

くは関係者に質問させることができる｡

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員

は､ その身分を示す証明書を携帯し､ 関係者から

請求があったときは､ これを提示しなければなら

ない｡

３ 第１項の規定による立入調査及び質問の権限は､

犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない｡

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (抜すい)

(立入調査等)

第10条の17 知事は､ この章の規定の施行に必要な

限度において､ 飼育施設を設置して動物取扱業を

営む者から飼育施設の状況､ その取り扱う動物の

管理の方法その他必要な事項に関し報告を求め､

又はその職員に､ 当該動物取扱業を営む者の飼育

施設を設置する事業所その他関係のある場所に立

ち入り､ 飼育施設その他の物件を調査させ､ 若し

くは関係者に質問させることができる｡

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員

は､ その身分を示す証明書を携帯し､ 関係者から

請求があったときは､ これを提示しなければなら

ない｡

３ 第１項の規定による立入調査及び質問の権限は､

犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない｡

(立入調査等)

第25条 知事は､ この条例 (第２章の２の規定を除

く｡) の施行に必要な限度において､ 飼い主から

必要な報告を求め､ 又はその職員に､ 飼育施設､

飼育施設のある土地若しくは建物その他関係のあ

る場所に立ち入り､ 動物の飼育に関し､ 飼育施設

その他の物件を調査させ､ 若しくは関係者に質問

させることができる｡

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員

は､ その身分を示す証明書を携帯し､ 関係者から

請求があったときは､ これを提示しなければなら

ない｡

３ 第１項の規定による立入調査及び質問の権限は､

犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない｡

第29条の２ 次の各号のいずれかに該当する者は､

20万円以下の罰金に処する｡

(１)～(４) 略
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第25条 次の各号のいずれかに該当する者は､ ５万

円以下の罰金又は科料に処する｡

(１)～(５) 略

(６) 第19条第１項の規定による調査を拒み､ 妨

げ､ 若しくは忌避し､ 又は同項の規定による質

問に対し陳述をせず､ 若しくは虚偽の陳述をし

た者

(５) 第10条の17第１項の規定による調査を拒み､

妨げ､ 若しくは忌避し､ 又は同項の規定による

質問に対し陳述をせず､ 若しくは虚偽の陳述を

した者

第31条 次の各号のいずれかに該当する者は､ ５万

円以下の罰金又は科料に処する｡

(１)～(６) 略

(７) 第25条第１項の規定による調査を拒み､ 妨

げ､ 若しくは忌避し､ 又は同項の規定による質

問に対し陳述をせず､ 若しくは虚偽の陳述をし

た者

様式第９号 (第７条関係)

(表)

様式第９号 (第12条関係)

(表)

第 号

立入員証明書

所属

職名

氏名

上記の者は､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する

条例第11条第２項の規定により立入りを行う職員で

あることを証する｡

年 月 日

鳥取県知事 �

第 号

立入員証明書

所属

職名

氏名

上記の者は､ 鳥取県動物の愛護及び管理に関する

条例第17条第２項の規定により立入りを行う職員で

あることを証する｡

年 月 日

鳥取県知事 �

(裏) (裏)

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (抜すい)

(野犬等の収容)

第11条 知事は､ 飼い犬以外の犬又は第９条第１号

の規定に違反して係留等をされていない犬 (以下

｢野犬等｣ という｡) があると認めるときは､ その

職員に､ これを収容させることができる｡

２ 前項の職員は､ 収容しようとする野犬等がその

鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (抜すい)

(野犬等の収容)

第17条 知事は､ 飼い犬以外の犬又は第９条第１号

の規定に違反して係留等をされていない犬 (以下

｢野犬等｣ という｡) があると認めるときは､ その

職員に､ これを収容させることができる｡

２ 前項の職員は､ 収容しようとする野犬等がその
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飼い主又はその他の者の土地､ 建物又は船車内に

入った場合において､ これを収容するためやむを

得ないと認めるときは､ 合理的に必要と判断され

る限度において､ その場所 (人の住居を除く｡)

に立ち入ることができる｡ ただし､ その場所の占

有者又はこれに代わるべき者が拒んだときは､ こ

の限りでない｡

３ 事項の規定により立入りをする職員は､ その身

分を示す証明書を携帯し､ 関係者から請求があっ

たときは､ これを提示しなければならない｡

飼い主又はその他の者の土地､ 建物又は船車内に

入った場合において､ これを収容するためやむを

得ないと認めるときは､ 合理的に必要と判断され

る限度において､ その場所 (人の住居を除く｡)

に立ち入ることができる｡ ただし､ その場所の占

有者又はこれに代わるべき者が拒んだときは､ こ

の限りでない｡

３ 事項の規定により立入りをする職員は､ その身

分を示す証明書を携帯し､ 関係者から請求があっ

たときは､ これを提示しなければならない｡

様式第10号 (第９条関係)

犬､ ねこ等返還申請書

職 氏名 様

犬､ ねこ等の返還を受けたいので､ 鳥取県動物の愛

護及び管理に関する条例第12条第２項 (第12条第４項

において準用する同条第２項) の規定により､ 次のと

おり申請します｡

年 月 日

申請者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

様式第10号 (第14条関係)

犬､ ねこ等返還申請書

職 氏名 様

犬､ ねこ等の返還を受けたいので､ 鳥取県動物の愛

護及び管理に関する条例第18条第２項 (第18条第４項

において準用する同条第２項) の規定により､ 次のと

おり申請します｡

年 月 日

申請者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

略 略

注 略

様式第11号 (第10条関係)

犬､ ねこ等譲受申出書

職 氏名 様

犬､ ねこ等を譲り受けたいので､ 鳥取県動物の愛護

及び管理に関する条例第13条第２項の規定により､ 次

注 略

様式第11号 (第15条関係)

犬､ ねこ等譲受申出書

職 氏名 様

犬､ ねこ等を譲り受けたいので､ 鳥取県動物の愛護

及び管理に関する条例第19条第２項の規定により､ 次
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のとおり申し出ます｡

年 月 日

申請者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

のとおり申し出ます｡

年 月 日

申請者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

略 略

注 略

様式第12号 (第13条関係)

特定動物事故届

職 氏名 様

特定動物に係る事故が発生したので､ 鳥取県動物の

愛護及び管理に関する条例第17条第１項の規定により､

次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

注 略

様式第12号 (第18条関係)

特定動物事故届

職 氏名 様

特定動物に係る事故が発生したので､ 鳥取県動物の

愛護及び管理に関する条例第23条第１項の規定により､

次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

略 略

注 略

様式第13号 (第13条関係)

飼い犬事故届

職 氏名 様

飼い犬に係る事故が発生したので､ 鳥取県動物の愛

注 略

様式第13号 (第18条関係)

飼い犬事故届

職 氏名 様

飼い犬に係る事故が発生したので､ 鳥取県動物の愛



第２条 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を次のように改正する｡

別表第１及び別表第２を削る｡

様式第１号を削り､ 様式第２号を様式第１号とし､ 様式第２号の２から様式第２号の８までを削り､ 様式第

２号の９を様式第２号とし､ 様式第３号から様式第８号までを削り､ 様式第９号を様式第３号とし､ 様式第10

号から様式第13号までを６号ずつ繰り上げる｡

附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 公布の日から施行する｡

(鳥取県事務処理権限規則の一部改正)

２ 鳥取県事務処理権限規則 (平成８年鳥取県規則第32号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下この項において ｢移動細目｣ と

いう｡) を当該移動細目に対応する次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目に改

める｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (別表の細目の表示を除く｡ 以下この項において ｢改正部分｣ と

いう｡) を当該改正部分に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (別表の細目の表示を除く｡) に

改める｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削り､ 次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加

える｡
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護及び管理に関する条例第17条第１項の規定により､

次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

護及び管理に関する条例第23条第１項の規定により､

次のとおり届け出ます｡

年 月 日

届出者 住所

氏名 �

(電話番号 )

(法人にあっては､ 主たる

事務所の所在地､ 名称及び

代表者の氏名)

略 略

注 略 注 略

改 正 後 改 正 前

別表第２ (第３条､ 第４条､ 第５条､ 第６条､ 第８条､ 第11条関係)
個別事項に係る事務処理権限

別表第２ (第３条､ 第４条､ 第５条､ 第６条､ 第８条､ 第11条関係)
個別事項に係る事務処理権限

所
属
名

事 項 事務処理権限の区分 地方機関
の長の名
称

所
属
名

事 項 事務処理権限の区分

地方機関
の長の名
称種 類

内 容
知

事

専決権者 委任決裁権者

種 類 内 容
知

事

専決権者 委任決裁権者

部

長

課

長

地方
機関
の長

部

長

課

長

地方
機関
の長

部

長

課

長

地方
機関
の長

部

長

課

長

地方
機関
の長

略 略
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公
園
自
然
課

一～十五 略 公
園
自
然
課

一～十五 略

十六 鳥
取県動
物の愛
護及び
管理に
関する
条 例
( 平 成
13年鳥
取県条
例第48
号) に
基づく
知事の
権限に
属する
事務

十六 鳥
取県動
物の愛
護及び
管理に
関する
条 例
(平成1
3 年 鳥
取県条
例第48
号) に
基づく
知事の
権限に
属する
事務

１ 同条例第10
条の４第１項
の規定による
動物取扱業の
登録

○ 総合事務
所長

２ 同条例第10
条の５第２項
の規定による
動物取扱業登
録証の交付

○ 総合事務
所長

３ 同条例第10
条の６第１項
の規定による
動物取扱業の
登録の拒否及
び同条第２項
の規定による
通知等

○ 総合事務
所長

４ 同条例第10
条の７第１項
の規定による
動物取扱業の
変更登録

○ 総合事務
所長

５ 同条例第10
条の７第４項
の規定による
動物取扱業登
録事項の変更
の届出の受理

○ 総合事務
所長

６ 同条例第10
条の８第２項
の規定による
動物取扱業登
録証の交付

○ 総合事務
所長

７ 同条例第10
条の８第３項
において準用
する同条例第
10条の６第１
項の規定によ
る動物取扱業
の変更登録の
拒否及び同条
第２項の規定
による通知等

○ 総合事務
所長

８ 同条例第10
条の９第２項
の規定による
登録業者の地
位の承継に係
る届出の受理

○ 総合事務
所長

９ 同条例第10
条の10の規定
による飼育施
設の使用の廃
止の届出の受
理

○ 総合事務
所長

10 同条例第10
条の11第２項
の規定による
動物取扱業登
録証の再交付

○ 総合事務
所長

11 同条例第10
条の12の規定
による動物取
扱業登録証の
返納の受理

○ 総合事務
所長

12 同条例第10
条の13の規定
による動物取
扱業の登録の
抹消

○ 総合事務
所長
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13 同条例第10
条の15の規定
による動物取
扱業の登録の
取消し等

○ 総合事務
所長

14 同条例第10
条の16第１項
の規定による
動物取扱業者
に対する勧告

○ 総合事務
所長

15 同条例第10
条の16第２項
の規定による
動物取扱業者
に対する措置
命令

○ 総合事務
所長

16 同条例第10
条の16第３項
の規定による
公表

○ 総合事務
所長

17 同条例第10
条の17第１項
の規定による
報告の要求又
は飼育施設等
への立入調査
等

○ 総合事務
所長

18 同条例第11
条第１項の規
定による特定
動物の飼育許
可

○ 総合事務
所長

19 同条例第13
条第１項の規
定による特定
動物の飼育の
変更の許可

○ 総合事務
所長

20 同条例第13
条第５項の規
定による飼育
許可の変更の
届出の受理

○ 総合事務
所長

21 同条例第13
条第６項の規
定による飼育
許可の変更の
届出の受理

○ 総合事務
所長

22 同条例第15
条の規定によ
る特定動物の
飼育の廃止の
届出の受理

○ 総合事務
所長

23 同条例第16
条の規定によ
る特定動物の
飼育許可の取
消し

○ 総合事務
所長

１ 同条例第11
条第１項の規
定による野犬
等の収容の命
令

○ 総合事務
所長

24 同条例第17
条第１項の規
定による野犬
等の収容の命
令

○ 総合事務
所長

２ 同条例第12
条第１項 (同
条第４項にお
いて準用する
場合を含む｡)
の規定による
飼い主に対す
る野犬等を引
き取るべき旨
の通知及び飼
い主が判明し

○ 総合事務
所長

25 同条例第18
条第１項 (同
条第４項にお
いて準用する
場合を含む｡)
の規定による
飼い主に対す
る野犬等を引
き取るべき旨
の通知及び飼
い主が判明し

○ 総合事務
所長
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ていない野犬
等に係る公示

ていない野犬
等に係る公示

３ 同条例第12
条第３項 (同
条第４項にお
いて準用する
場合を含む｡)
の規定による
野犬等の処分

○ 総合事務
所長

26 同条例第18
条第３項 (同
条第４項にお
いて準用する
場合を含む｡)
の規定による
野犬等の処分

○ 総合事務
所長

４ 同条例第13
条第１項の規
定による犬､
ねこ等の譲渡

○ 総合事務
所長

27 同条例第19
条第１項の規
定による犬､
ねこ等の譲渡

○ 総合事務
所長

５ 同条例第13
条第２項の規
定による犬､
ねこ等の譲渡
の申出の受理

○ 総合事務
所長

28 同条例第19
条第２項の規
定による犬､
ねこ等の譲渡
の申出の受理

○ 総合事務
所長

６ 同条例第14
条第１項の規
定による野犬
等の薬殺処分
の実施及び住
民への周知

○ 総合事務
所長

29 同条例第20
条第１項の規
定による野犬
等の薬殺処分
の実施及び住
民への周知

○ 総合事務
所長

７ 同条例第14
条第３項の規
定による殺処
分の実施につ
いての市町村
長に対する協
力の要請

○ 総合事務
所長

30 同条例第20
条第３項の規
定による殺処
分の実施につ
いての市町村
長に対する協
力の要請

○ 総合事務
所長

８ 同条例第16
条第３項の規
定による特定
動物の収容又
は殺処分

○ 総合事務
所長

31 同条例第22
条第３項の規
定による特定
動物の収容又
は殺処分

○ 総合事務
所長

９ 同条例第17
条第１項の規
定による事故
及びその後の
措置について
の届出の受理

○ 総合事務
所長

32 同条例第23
条第１項の規
定による事故
及びその後の
措置について
の届出の受理

○ 総合事務
所長

10 同条例第18
条第１項の規
定による特定
動物の飼い主
に対する措置
命令

○ 総合事務
所長

33 同条例第24
条第１項の規
定による特定
動物の飼い主
に対する措置
命令

○ 総合事務
所長

11 同条例第18
条第２項の規
定による犬の
飼い主に対す
る措置命令

○ 総合事務
所長

34 同条例第24
条第２項の規
定による犬の
飼い主に対す
る措置命令

○ 総合事務
所長

35 同条例第24
条第３項の規
定による飼育
許可を受けた
者に対する飼
育施設の修理
若しくは改造
の命令､ 他の
飼育施設への
移送の命令又
は飼育施設の
全部若しくは
一部の使用禁
止

○ 総合事務
所長

36 同条例第24
条第４項の規
定による特定
動物の飼育許
可を受けた者
又は特定動物
の飼い主に対
する措置命令

○ 総合事務
所長
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12 同条例第19
条第１項の規
定による必要
な報告の徴収
又は飼育施設
等への立入調
査等

○ 総合事務
所長

37 同条例第25
条第１項の規
定による必要
な報告の徴収
又は飼育施設
等への立入調
査等

○ 総合事務
所長

13 同条例第20
条第１項の規
定による動物
愛護管理員の
設置

○ 総合事務
所長

38 同条例第26
条第１項の規
定による動物
愛護管理員の
設置

○ 総合事務
所長

14 同条例第20
条第２項の規
定による動物
愛護技術員の
設置

○ 総合事務
所長

39 同条例第26
条第２項の規
定による動物
愛護技術員の
設置

○ 総合事務
所長

十七 鳥
取県動
物の愛
護及び
管理に
関する
規 則
(平成1
4 年 鳥
取県規
則第13
号) に
基づく
知事の
権限に
属する
事務

十七 鳥
取県動
物の愛
護及び
管理に
関する
条例施
行規則
( 平 成
14年鳥
取県規
則第13
号) に
基づく
知事の
権限に
属する
事務

１ 同規則第10
条の規定によ
る特定動物の
施設外飼育届
の受理

○ 総合事務
所長

１ 同規則第９
条の規定によ
る野犬等又は
犬､ ねこ等の
返還申請書の
受理

○ 総合事務
所長

２ 同規則第14
条の規定によ
る野犬等又は
犬､ ねこ等の
返還申請書の
受理

○ 総合事務
所長

３ 同規則第21
条の規定によ
る特定動物の
飼育許可をし
たとき等の警
察本部長に対
する通知

○ 総合事務
所長

十八 動
物の愛
護及び
管理に
関する
法 律
( 昭 和
48年法
律第105
号) に
基づく
知事の
権限に
属する
事務

１ 同法第６条
第１項の規定
による動物愛
護管理推進計
画の策定

○ 十八 動
物の愛
護及び
管理に
関する
法 律
( 昭 和
48年法
律第105
号) に
基づく
知事の
権限に
属する
事務

２ 同法第６条
第３項の規定
による動物愛
護管理推進計
画の策定又は
変更の際の市
町村の意見の
聴取

○

３ 同法第11条
第１項の規定
による動物取
扱業の登録及
び同条第２項
の規定による
通知

○ 総合事務
所長

４ 同法第12条
第１項の規定
による動物取
扱業の登録の
拒否及び同条
第２項の規定
による通知

○ 総合事務
所長

５ 同法第13条
第２項におい
て準用する同
法第11条及び
第12条の規定
による動物取
扱業の登録の
更新及び更新
の拒否等

○ 総合事務
所長

６ 同法第14条
第３項におい
て準用する同

○ 総合事務
所長
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法第11条及び
第12条の規定
による動物取
扱業登録事項
の変更の届出
の受理及び受
理の拒否等

７ 同法第15条
の規定による
動物取扱業者
登録簿の閲覧
提供

○ 総合事務
所長

８ 同法第17条
の規定による
動物取扱業の
登録の抹消

○ 総合事務
所長

９ 同法第19条
第１項の規定
による動物取
扱業の登録の
取消し又は業
務の停止及び
同条第２項に
おいて準用す
る同法第12条
第２項の規定
による通知

○ 総合事務
所長

10 同法第23条
第１項及び第
２項の規定に
よる動物取扱
業者に対する
勧告

○ 総合事務
所長

11 同法第23条
第３項の規定
による勧告に
従わなかった
者に対する措
置命令

○ 総合事務
所長

12 同法第24条
第１項の規定
による動物取
扱業者に対す
る報告の要求
又は事業所そ
の他への立入
検査

○ 総合事務
所長

13 同法第25条
第１項の規定
による生活環
境を損なう事
態を生じさせ
ている者に対
する措置の勧
告

○ 総合事務
所長

１ 同法第15条
第１項の規定
による生活環
境を損なう事
態を生じさせ
ている者に対
する措置の勧
告

○ 総合事務
所長

14 同法第25条
第２項の規定
による勧告に
係る措置をと
らなかった者
に対する措置
命令

○ 総合事務
所長

２ 同法第15条
第２項の規定
による勧告に
係る措置をと
らなかった者
に対する措置
命令

○ 総合事務
所長

15 同法第25条
第３項の規定
による市町村
長に対する協
力要請

○ 総合事務
所長

３ 同法第15条
第３項の規定
による市町村
長に対する協
力要請

○ 総合事務
所長

16 同法第26条
第１項の規定
による特定動
物の飼養保管
の許可

○ 総合事務
所長

17 同法第27条
第２項の規定
による特定動

○ 総合事務
所長
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物の飼養保管
の許可に係る
条件の付加

18 同法第28条
第１項の規定
による特定動
物の飼養保管
の変更の許可

○ 総合事務
所長

19 同法第28条
第３項の規定
による特定動
物の飼養保管
許可の軽微な
事項等の変更
の届出の受理

○ 総合事務
所長

20 同法第29条
の規定による
特定動物の飼
養保管許可の
取消し

○ 総合事務
所長

21 同法第32条
の規定による
特定動物飼養
者に対する措
置命令

○ 総合事務
所長

22 同法第33条
第１項の規定
による特定動
物飼養者に対
する報告の要
求又は特定飼
養施設その他
への立入検査

○ 総合事務
所長

23 同法第35条
第１項の規定
による犬又は
ねこの引取り
及び引取場所
の指定

○ 総合事務
所長

４ 同法第18条
第１項の規定
による犬又は
ねこの引取り
及び引取場所
の指定

○ 総合事務
所長

24 同法第35条
第３項の規定
による市町村
長に対する犬
又はねこの引
取りに関する
協力要請

○ 総合事務
所長

５ 同法第18条
第３項の規定
による市町村
長に対する犬
又はねこの引
取りに関する
協力要請

○ 総合事務
所長

25 同法第35条
第４項の規定
による動物の
愛護を目的と
する団体等へ
の犬又はねこ
の引取りの委
託

○ ６ 同法第18条
第４項の規定
による動物の
愛護を目的と
する公益法人
等への犬又は
ねこの引取り
の委託

○

26 同法第36条
第１項の規定
による所有者
不明の負傷動
物等の発見の
通報の受理

○ 総合事務
所長

７ 同法第19条
第１項の規定
による所有者
不明の負傷動
物等の発見の
通報の受理

○ 総合事務
所長

27 同法第36条
第２項の規定
による負傷動
物等の収容

○ 総合事務
所長

８ 同法第19条
第２項の規定
による負傷動
物等の収容

○ 総合事務
所長

28 同法第37条
第２項の規定
による犬又は
ねこの引取り
に際しその所
有者に対して
行う繁殖防止
のための指導
及び助言

○ 総合事務
所長

９ 同法第20条
第２項の規定
による犬又は
ねこの引取り
に際しその所
有者に対して
行う繁殖防止
のための指導
及び助言

○ 総合事務
所長

29 同法第38条 ○ 10 同法第21条 ○
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第１項の規定
による動物愛
護推進員の委
嘱

第１項の規定
による動物愛
護推進員の委
嘱

十九 動
物の愛
護及び
管理に
関する
法律施
行令 (
昭和50
年政令
第 107
号) に
基づく
知事の
権限に
属する
事務

１ 動物の愛護
及び管理に関
する法律施行
令の一部を改
正する政令
(平成17年政
令第390号)
附則第２条第
２項の規定に
よる特定動物
の飼養保管の
許可等

○ 総合事務
所長

十九 動
物の愛
護及び
管理に
関する
法律施
行規則
( 平 成
18年環
境省令
第１号)
に基づ
く知事
の権限
に属す
る事務

１ 同規則第２
条第３項の規
定による動物
取扱業登録申
請者に対する
必要な書類の
提出の要求

○ 総合事務
所長

２ 同規則第２
条第５項の規
定による動物
取扱業登録証
の交付

○ 総合事務
所長

３ 同規則第２
条第６項の規
定による動物
取扱業登録証
の再交付

○ 総合事務
所長

４ 同規則第２
条第８項の規
定による動物
取扱業登録証
の亡失の届出
の受理

○ 総合事務
所長

５ 同規則第２
条第９項の規
定による動物
取扱業登録証
の返納の受理

○ 総合事務
所長

６ 同規則第４
条第３項の規
定による動物
取扱業登録の
更新期間前の
登録の更新

○ 総合事務
所長

７ 同規則第５
条第６項の規
定による動物
取扱業登録の
変更の届出を
した者に対す
る必要な書類
の提出の要求

○ 総合事務
所長

８ 同規則第10
条第１項の規
定による動物
取扱責任者研
修の開催の通
知

○ 総合事務
所長

９ 同規則第10
条第３項ただ
し書の規定に
よる他の都道
府県知事が開
催する動物取
扱責任者研修
の指定

○



(鳥取県住民基本台帳法施行細則の一部改正)

３ 鳥取県住民基本台帳法施行細則 (平成14年鳥取県規則第81号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中項の表示に下線が引かれた項 (以下この項において ｢移動項｣ という｡) に対応する

同表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項 (以下この項において ｢移動後項｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該移動項を当該移動後項とし､ 移動項に対応する移動後項が存在しない場合には､ 当該移動項を削
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10 同規則第15
条第３項の規
定による特定
動物飼養保管
許可申請者に
対する必要な
書類の提出の
要求

○ 総合事務
所長

11 同規則第15
条第５項の規
定による特定
動物飼養保管
許可証の交付

○ 総合事務
所長

12 同規則第15
条第６項の規
定による特定
動物飼養保管
許可証の再交
付

○ 総合事務
所長

13 同規則第15
条第８項本文
の規定による
特定動物飼養
保管許可証の
亡失の届出の
受理

○ 総合事務
所長

14 同規則第15
条第９項の規
定による特定
動物飼養保管
許可証の返納
の受理

○ 総合事務
所長

15 同規則第16
条第１項の規
定による特定
動物飼養保管
の廃止の届出
の受理

○ 総合事務
所長

16 同規則第17
条第１号ロた
だし書及びハ
ただし書の規
定による特定
動物飼養保管
施設の基準か
らの除外の認
定

○ 総合事務
所長

17 同規則第18
条第３項の規
定による特定
動物飼養保管
の変更許可申
請者に対する
必要な書類の
提出の要求

○ 総合事務
所長

18 同規則第20
条の規定によ
り環境大臣が
定める措置等
の届出の受理
等

○ 総合事務
所長

二十～二十三 略 二十～二十三 略

略 略



る｡
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改正後 改正前

(条例第２条の規則で定める事務)

第１条の２ 略

２～９ 略

10 略

(条例第２条の規則で定める事務)

第１条の２ 略

２～９ 略

10 条例第２条第10号の規定で定める事務は､ 次のと

おりとする｡

(１) 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (平

成13年鳥取県条例第48号) 第11条第１項の許可の

申請の受理又はその申請に係る事実についての調

査

(２) 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例第13

条第１項の許可の申請の受理又はその申請に係る

事実についての審査

11 略



鳥 取 県 公 報 (号外)第94号平成18年６月１日 木曜日��

発行所 鳥取県鳥取市東町一丁目220 鳥 取 県 【定価１部１か月2,200円 (送料を含む｡)】

(URL:http:/ /www. pref. tottori. jp)


